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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

64号）、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）及び「保険業法施行規則」（平成８年大蔵省令第５号）に基づ

いて作成しております。 

１【四半期連結財務諸表】 

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

資産の部 

現金預け金 36,406,491 37,510,283

コールローン 2,406,954 2,375,593

債券貸借取引支払保証金 11,094,941 11,118,964

買入金銭債権 571,100 388,990

商品有価証券 104 156

金銭の信託 4,926,581 5,238,706

有価証券 222,593,945 221,970,771

貸出金 ※1    12,761,331 ※1    12,665,710

外国為替 49,332 14,348

その他資産 1,296,577 1,538,484

有形固定資産 2,790,296 3,023,658

無形固定資産 303,854 856,100

退職給付に係る資産 10,653 10,625

繰延税金資産 547,743 591,308

支払承諾見返 95,000 95,000

貸倒引当金 △ 5,113 △ 7,299

資産の部合計 295,849,794 297,391,401
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（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

負債の部 

貯金 ※3   175,697,196 ※3   177,067,917

コールマネー － 51,729

保険契約準備金 77,905,677 77,102,239

支払備金 718,156 694,997

責任準備金 75,112,601 74,359,760

契約者配当準備金 ※2     2,074,919 ※2     2,047,482

債券貸借取引受入担保金 17,228,691 18,577,177

外国為替 266 336

その他負債 5,091,074 4,594,603

賞与引当金 93,528 34,879

退職給付に係る負債 2,269,094 2,284,416

特別法上の準備金 712,167 731,380

価格変動準備金 712,167 731,380

繰延税金負債 1,455,537 1,449,722

支払承諾 95,000 95,000

負債の部合計 280,548,232 281,989,402

純資産の部 

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 4,503,856 4,503,856

利益剰余金 3,149,937 3,242,599

株主資本合計 11,153,793 11,246,455

その他有価証券評価差額金 4,389,261 4,432,767

繰延ヘッジ損益 △ 666,430 △ 695,158

為替換算調整勘定 160 1,522

退職給付に係る調整累計額 422,048 411,253

その他の包括利益累計額合計 4,145,039 4,150,385

非支配株主持分 2,728 5,157

純資産の部合計 15,301,561 15,401,998

負債及び純資産の部合計 295,849,794 297,391,401
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

経常収益 3,561,194 3,446,514

郵便事業収益 414,598 433,554

銀行事業収益 508,549 482,368

生命保険事業収益 2,592,684 2,473,101

その他経常収益 45,361 57,489

経常費用 3,289,184 3,203,810

業務費 2,684,131 2,582,434

人件費 560,722 573,393

減価償却費 42,303 46,436

その他経常費用 2,026 1,545

経常利益 272,009 242,704

特別利益 289 4,169

固定資産処分益 13 525

負ののれん発生益 － 849

移転補償金 271 458

受取補償金 － 20

事業譲渡益 － 2,315

その他の特別利益 4 －

特別損失 28,861 26,161

固定資産処分損 694 1,367

減損損失 19 60

特別法上の準備金繰入額 27,504 19,212

価格変動準備金繰入額 27,504 19,212

老朽化対策工事に係る損失 643 5,520

契約者配当準備金繰入額 66,546 56,371

税金等調整前四半期純利益 176,890 164,341

法人税、住民税及び事業税 71,447 53,223

法人税等調整額 △ 34,887 △ 31,584

法人税等合計 36,560 21,638

四半期純利益 140,330 142,702

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△） 

△ 119 63

親会社株主に帰属する四半期純利益 140,450 142,639
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 （単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

四半期純利益 140,330 142,702

その他の包括利益 165,406 5,342

その他有価証券評価差額金 132,626 43,503

繰延ヘッジ損益 40,054 △ 28,728

為替換算調整勘定 △ 37 1,362

退職給付に係る調整額 △ 7,235 △ 10,794

持分法適用会社に対する持分相当額 △ 0 △ 1

四半期包括利益 305,737 148,044

（内訳） 

親会社株主に係る四半期包括利益 305,857 147,985

非支配株主に係る四半期包括利益 △ 119 59
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【注記事項】 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年６月 30日） 

連結の範囲の重要な変更 

Toll Holdings Limited 及び同社傘下の子会社を株式取得により、当第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含め

ております。 

当該連結範囲の変更は、当第１四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与えており

ます。影響の概要は、連結貸借対照表の総資産の増加等であります。 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号 平成 25年９月 13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22号 平成 25年９月 13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25年９月 13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資

本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加

えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸

表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項(4)、連結会計基準第 44－５項(4)及び事業分離等

会計基準第 57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって

適用しております。 

これによる、当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。 

（四半期連結貸借対照表関係） 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権（破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額）は、

前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末において、ありません。 

※２．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

期首残高 2,222,759 百万円 2,074,919 百万円 

契約者配当金支払額 349,687  〃 83,952  〃 

利息による増加等 1,497  〃 232  〃 

年金買増しによる減少 372  〃 87  〃 

契約者配当準備金繰入額 200,722  〃 56,371  〃 

期末残高 2,074,919  〃 2,047,482  〃 

※３．四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）中、「貯金」は銀行法施行規則の負債科目「預金」に相当するものであ

ります。 



6 

４．システムに係る役務提供契約(ハード・ソフト・通信サービス・保守等を一体として利用する複合契約)で契約によ

り今後の支払いが見込まれる金額は次のとおりであります。 

前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

１年内 3,928 百万円 3,736 百万円 

１年超 3,439 百万円 2,647 百万円 

５．偶発債務に関する事項 

連結子会社の一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、その全部又は一部を解約した場合において、貸主か

ら解約補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便局局舎に対して投資し

た総額のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしておりますが、発生する可能性のある解約補

償額は次のとおりであります。 

前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

104,372 百万円 102,012 百万円 

なお、連結子会社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を減額するこ

とから、全額が補償対象とはなりません。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成27年４月１日 

至 平成27年６月30日） 

減価償却費 42,303 百万円 46,436 百万円 

（株主資本等関係） 

前第１四半期連結累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

剰余金の配当は、日本郵政株式会社法第 11条の規定により、総務大臣の認可事項となっております。 

配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年５月 

21日 普通株式 43,500 290.00 
平成26年３月 

31日 

平成26年６月 

25日 
利益剰余金 

取締役会 

当第１四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年６月 30日） 

剰余金の配当は、日本郵政株式会社法第 11条の規定により、総務大臣の認可事項となっております。 

配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年５月 

15日 普通株式 50,100 334.00 
平成27年３月 

31日 

平成27年６月 

26日 
利益剰余金 

取締役会 

（注）１株当たり配当額については、基準日が平成 27年３月 31日であるため、平成 27年８月１日付の株式分割（１：

30）については加味しておりません。 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

その他 合計 郵便・ 

物流事業 

金融窓口 

事業 
銀行業 生命保険業 計 

経常収益 

外部顧客に対する経常

収益 
416,128 29,386 508,549 2,592,684 3,546,749 14,444 3,561,194

セグメント間の内部経

常収益 
13,226 290,838 281 26 304,371 145,971 450,343

計 429,354 320,224 508,830 2,592,711 3,851,121 160,416 4,011,538

セグメント利益又は損失

（△） 
△ 6,565 13,798 128,141 130,670 266,044 125,491 391,535

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

２．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない宿泊事業、病院事業等が含まれております。また、

「その他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金（119,517百万円）が含まれており

ます。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整

に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 266,044

「その他」の区分の利益 125,491

セグメント間取引消去 △ 119,525

四半期連結損益計算書の経常利益 272,009
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当第１四半期連結累計期間（自 平成 27年４月１日 至 平成 27年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

その他 合計 郵便・ 

物流事業 

金融窓口 

事業 
銀行業 生命保険業 計 

経常収益 

外部顧客に対する経常

収益 
440,367 35,571 482,368 2,473,101 3,431,409 15,105 3,446,514

セグメント間の内部経

常収益 
13,662 298,402 378 24 312,468 230,278 542,746

計 454,029 333,974 482,747 2,473,125 3,743,877 245,383 3,989,261

セグメント利益 743 16,807 113,928 107,412 238,890 214,536 453,427

（注）１．前連結会計年度において「窓口事業」は「金融窓口事業」に報告セグメントの名称を変更しております。なお、

前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の名称を用いて表示しております。 

２．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

３．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない宿泊事業、病院事業等が含まれております。また、

「その他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金（209,245百万円）が含まれており

ます。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整

に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 238,890

「その他」の区分の利益 214,536

セグメント間取引消去 △ 210,722

四半期連結損益計算書の経常利益 242,704

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

当第１四半期連結累計期間において Toll Holdings Limited の株式を取得し、同社及び傘下の子会社を連結の範囲に

含めております。これに伴うのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間において 532,102 百万円であります。なお、

のれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。 
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（金融商品関係） 

金融商品の時価等に関する事項 

四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません((注２)参照）。 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

 連結貸借対照表  

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1) 現金預け金 

(2) コールローン 

(3) 債券貸借取引支払保証金 

(4) 買入金銭債権 

(5) 商品有価証券 

売買目的有価証券 

(6) 金銭の信託 

(7) 有価証券 

満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

(8) 貸出金 

貸倒引当金（＊１） 

36,406,491 

2,406,954 

11,094,941 

571,100 

104 

4,926,581 

110,185,001 

15,493,208 

96,891,576 

12,761,331 

△ 200 

36,406,491 

2,406,954 

11,094,941 

571,100 

104 

4,926,581 

116,943,661 

16,668,447 

96,891,576 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

6,758,660 

1,175,238 

－ 

12,761,130 13,767,761 1,006,630 

資産計 290,737,091 299,677,620 8,940,529 

(1) 貯金 

(2) コールマネー 

(3) 債券貸借取引受入担保金 

175,697,196 

－ 

17,228,691 

176,219,929 

－ 

17,228,691 

522,733 

－ 

－ 

負債計 192,925,887 193,448,620 522,733 

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの

500 

(961,309) 

500 

(961,309) 

－ 

－ 

デリバティブ取引計 (960,809) (960,809) － 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、( )で表示しております。なお、金利スワップの特例処理及び為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象

とされている貸出金及び有価証券と一体として処理されているため、その時価は当該貸出金及び有価証券の時価に含

めて記載しております。 
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当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

 四半期連結貸借対照

表計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1) 現金預け金 

(2) コールローン 

(3) 債券貸借取引支払保証金 

(4) 買入金銭債権 

(5) 商品有価証券 

売買目的有価証券 

(6) 金銭の信託  

(7) 有価証券 

満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

(8) 貸出金 

貸倒引当金（＊１） 

37,510,283 

2,375,593 

11,118,964 

388,990 

156 

5,238,706 

106,395,162 

15,488,619 

100,067,528 

12,665,710 

△ 196 

37,510,283 

2,375,593 

11,118,964 

388,990 

156 

5,238,706 

112,625,052 

16,584,468 

100,067,528 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

6,229,889 

1,095,849 

－ 

12,665,513 13,609,996 944,482 

資産計 291,249,518 299,519,740 8,270,221 

(1) 貯金 

(2) コールマネー 

(3) 債券貸借取引受入担保金 

177,067,917 

51,729 

18,577,177 

177,550,656 

51,729 

18,577,177 

482,739 

－ 

－ 

負債計 195,696,824 196,179,563 482,739 

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの

76 

(1,084,948) 

76 

(1,084,948) 

－ 

－ 

デリバティブ取引計 (1,084,871) (1,084,871) － 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、( )で表示しております。なお、金利スワップの特例処理及び為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象

とされている貸出金及び有価証券と一体として処理されているため、その時価は当該貸出金及び有価証券の時価に含

めて記載しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満

期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン、(3) 債券貸借取引支払保証金 

これらは、短期間（１年以内）で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。 

(4) 買入金銭債権 

ブローカー等から提示された価格を時価としております。 
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(5) 商品有価証券 

日本銀行の買取価格を時価としております。 

(6) 金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券については、

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格、店頭取引による価格、又は市場価格に準じて合理的に算定された価額等

によっております。 

なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については「（金銭の信託関係）」に記載しております。 

(7) 有価証券 

取引所の価格、店頭取引による価格、又は市場価格に準じて合理的に算定された価額等によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(8) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異な

っていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるも

のは、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、

返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を時価と

しております。 

負 債 

(1) 貯金 

要求払預金については、四半期連結決算日（連結決算日）に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし

ております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価

値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に適用する利率を用いております。 

(2) コールマネー、(3) 債券貸借取引受入担保金 

これらは、短期間（１年以内）で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）、通貨関連取引（為替予約、通貨スワップ等）であり、取引所の

価格、割引現在価値等により算出した価額によっております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上

額）は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産(7)有価証券」には含まれておりません。 

                                                 （単位：百万円） 

区 分 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

非上場株式 (＊) 24,158 19,461 

合計 24,158 19,461 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示

の対象とはしておりません。 
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（有価証券関係） 

※ 四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭

債権」が含まれております。 

１．満期保有目的の債券 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 93,418,463 99,419,865 6,001,402 

地方債 8,820,050 9,275,993 455,942 

社債 7,711,889 8,004,022 292,133 

その他 234,597 291,352 56,754 

合計 110,185,001 116,991,234 6,806,232 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 90,329,231 95,859,560 5,530,329 

地方債 8,602,278 9,021,899 419,620 

社債 7,250,872 7,521,887 271,014 

その他 212,779 269,793 57,014 

合計 106,395,162 112,673,141 6,277,979 

２．責任準備金対応債券 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 14,660,267 15,804,449 1,144,181 

地方債 699,889 724,154 24,264 

社債 133,050 139,843 6,792 

合計 15,493,208 16,668,447 1,175,238 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 14,655,933 15,724,342 1,068,408 

地方債 699,703 720,881 21,178 

社債 132,982 139,244 6,262 

合計 15,488,619 16,584,468 1,095,849 
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３．その他有価証券 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 14,553 24,177 9,623 

債券 60,403,565 62,141,229 1,737,664 

国債 45,406,419 46,789,624 1,383,204 

地方債 5,440,252 5,561,033 120,780 

短期社債 226,986 226,986 － 

社債 9,329,906 9,563,584 233,678 

その他 33,531,867 37,297,269 3,765,402 

合計 93,949,986 99,462,677 5,512,690 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

取得原価 

（百万円） 

四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 4,946 9,868 4,922 

債券 58,111,490 59,766,520 1,655,029 

国債 43,225,094 44,546,227 1,321,133 

地方債 5,516,010 5,630,140 114,129 

短期社債 213,968 213,968 － 

社債 9,156,416 9,376,184 219,767 

その他 38,316,879 42,168,829 3,851,950 

合計 96,433,315 101,945,218 5,511,902 

（金銭の信託関係） 

１．満期保有目的の金銭の信託 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

該当事項はありません。 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

その他の金銭の信託 3,400,444 4,926,581 1,526,137 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

取得原価 

（百万円） 

四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

その他の金銭の信託 3,521,759 5,238,706 1,716,947 
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（デリバティブ取引関係） 

(1) 金利関連取引 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いております。 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いております。 

(2) 通貨関連取引 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

店頭 

為替予約 

売建 

買建 

7,230 

120,403 

△ 16 

516 

△ 16 

516 

合計 － 500 500 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権

債務等の連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

店頭 

為替予約 

売建 

買建 

5,080 

57,883 

41 

34 

41 

34 

合計 － 76 76 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権

債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。 

(3) 株式関連取引 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

該当事項はありません。 

(4) 債券関連取引 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

該当事項はありません。 

(5) 商品関連取引 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

該当事項はありません。 
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(6) クレジット・デリバティブ取引 

前連結会計年度（平成 27年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 27年６月 30日） 

該当事項はありません。 
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（企業結合等関係） 

（取得による企業結合） 

当社の連結子会社である日本郵便株式会社は、豪州物流大手である Toll Holdings Limited の発行済株式の 100％を取

得しました。 

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称  Toll Holdings Limited 

事業内容      フォワーディング事業、３ＰＬ事業、エクスプレス事業等 

(2) 企業結合を行った主な理由 

日本郵便株式会社は、国内事業の強化と同時に、成長著しいアジア市場への展開を中心に、国際物流事業を手掛

ける総合物流企業として成長していくことを目指しています。今後アジア市場での確固たる地位を確立しながら、更

なるグローバル展開を図るために、Toll Holdings Limited の株式を取得しました。 

(3) 企業結合日 

平成 27年５月 28日 

(4) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式の取得 

(5) 結合後企業の名称 

Toll Holdings Limited 

(6) 取得した議決権比率 

100％ 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

日本郵便株式会社が現金を対価として株式を取得したことによります。 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

みなし取得日を平成 27年６月 30日としているため、当第１四半期連結累計期間には被取得企業の業績を含んでお

りません。 

３．被取得企業の取得原価 

609,317 百万円 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

532,102 百万円 

なお、のれんの金額は取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。 

(2) 発生原因 

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債の純額を上回ったため、その超過額をのれんとして計上しており

ます。 

(3) 償却方法及び償却期間 

20 年間にわたる均等償却を予定しております。 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 前第１四半期連結累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成27年４月１日 

至 平成27年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 31.21 31.70

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 140,450 142,639

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益 
百万円 140,450 142,639

普通株式の期中平均株式数 千株 4,500,000 4,500,000

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．当社は、平成 27年８月１日付で株式１株につき 30株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

（重要な後発事象） 

（株式分割） 

当社は、平成 27年８月１日付で以下のとおり株式分割を行っております。 

１．分割の方法 

平成27年７月31日を基準日として、同日最終の株主名簿上の株主の所有する普通株式を、１株につき30株の割合を

もって分割いたしました。 

２．分割により増加する株式数 

普通株式   4,350,000,000株 

３．１株当たり情報に与える影響 

当該株式分割による影響については、（１株当たり情報）に記載しております。 
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２【その他】 

期末配当（会社法第 459 条第１項の規定による剰余金の配当） 

平成 27年５月 15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

配当金の総額 50,100百万円 

１株当たりの配当金 334円00銭 

効力発生日及び支払開始日 平成27年６月26日 

（注）１株当たりの配当金については、基準日が平成 27年３月 31日であるため、平成 27年８月１日付の株式分割

（１：30）については加味しておりません。 
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四半期財務諸表 

四半期貸借対照表 

（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成27年３月31日） 

当第１四半期会計期間 
（平成27年６月30日） 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 277,553 401,849

未収入金 139,560 58,932

未収法人税等 － 18,674

その他 45,697 102,916

貸倒引当金 △ 7 △ 6

流動資産合計 462,804 582,367

固定資産 

有形固定資産 138,001 155,737

無形固定資産 9,010 9,997

投資その他の資産 

関係会社株式 8,502,299 8,502,299

その他 303 3,892

貸倒引当金 △ 89 △ 89

投資損失引当金 △ 5,152 △ 5,152

投資その他の資産合計 8,497,360 8,500,949

固定資産合計 8,644,373 8,666,684

資産合計 9,107,178 9,249,051
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（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成27年３月31日） 

当第１四半期会計期間 
（平成27年６月30日） 

負債の部 

流動負債 

未払金 53,081 142,005

未払法人税等 107,444 329

その他 9,248 7,900

流動負債合計 169,775 150,235

固定負債 

退職給付引当金 167,507 162,898

その他 25,438 25,204

固定負債合計 192,946 188,103

負債合計 362,721 338,339

純資産の部 

株主資本 

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 4,503,856 4,503,856

利益剰余金 740,600 906,856

株主資本合計 8,744,456 8,910,712

純資産合計 8,744,456 8,910,712

負債純資産合計 9,107,178 9,249,051
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四半期損益計算書 

第１四半期累計期間 

（単位：百万円） 

前第１四半期累計期間 
（自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

営業収益 152,692 233,392

営業費用 28,017 19,242

営業利益 124,675 214,150

営業外収益 

受取賃貸料 635 649

その他 174 246

営業外収益合計 809 896

営業外費用 

賃貸費用 270 286

支払手数料 86 －

その他 6 42

営業外費用合計 363 328

経常利益 125,121 214,718

特別利益 

固定資産売却益 0 103

事業譲渡益 － 2,315

特別利益合計 0 2,418

特別損失 

固定資産除却損 3 5

老朽化対策工事負担金 － 5,803

特別損失合計 3 5,808

税引前四半期純利益 125,118 211,328

法人税、住民税及び事業税 △ 4,136 △ 5,027

法人税等合計 △ 4,136 △ 5,027

四半期純利益 129,255 216,355



本資料は、日本郵政株式会社法第 16条の規定に基づき公衆の縦覧に供することを目的と

するものであり、当社又はその子会社の株式その他の有価証券の勧誘を構成するものでは

ありません。 


